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財務諸表等に対する引受審査ガイドライン（案） 

 

平成 24 年３月 27 日 

下 線 部 分 変 更 

Ⅰ．はじめに 

  有価証券の募集または売出しについて元引受契約を締結した金融商品取引業者また

は登録金融機関（以下「元引受証券会社」という。）は、当該募集または売出しに係る

有価証券届出書のうち、公認会計士または監査法人による監査証明を受けた財務計算

に関する書類に係る部分（以下「財務諸表等」という。）に重要な事項の虚偽記載また

は重要な事項・事実の記載欠如がある場合、金融商品取引法第 21 条第 1項第 4号に基

づく損害賠償責任を負う可能性があるほか、虚偽記載または記載欠如（以下「虚偽記

載等」という。）のある目論見書等を使用して有価証券を取得させた者として、同法第

17 条に基づく損害賠償責任を負う可能性がある。元引受証券会社は、前者の責任につ

いては、虚偽記載等を知らないことを証明すれば責任を免れ得るものとされている（同

法第 21 条第 2項第 3号）が、後者の責任については、元引受証券会社は「相当な注意」

を用いたにもかかわらず虚偽記載等を知ることができなかったことを証明できなけれ

ば責任を免れることができないものとされている（同法第 17 条ただし書）。 

  このような金融商品取引法第 17 条の規律は、元引受証券会社に財務諸表等の虚偽記

載等に関するゲートキーパーとしての機能を果たさせるために有益なものであると評

価されている。もっとも、同条に関して元引受証券会社が果たすべき「相当な注意」

の意義はやや不明確な状況にあり、その結果として、元引受証券会社の引受審査が過

度に保守的なものとなり、機動的な有価証券の募集または売出しが阻害されていると

の指摘もある。 

  本ガイドラインは、このような状況に鑑み、元引受証券会社が一般的に行っている

引受審査における着眼点を整理することによって、元引受証券会社における引受審査

に係る実務の合理化・効率化を図ろうとするものである。以下では、本ガイドライン

が前提とする「相当な注意」の解釈と本ガイドラインの基本的な考え方を説明する。 

  まず、元引受証券会社が果たすべき「相当な注意」の内容については、元引受証券

会社としていかなる注意を果たしうるかということを考慮すべきであると考えられる。

すなわち、金融商品取引法第 17 条は目論見書の使用者一般の損害賠償責任を定めるも

のであるが、元引受証券会社が有する発行会社または公認会計士もしくは監査法人へ
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のアクセスを考慮すれば、元引受証券会社が果たすべき「相当な注意」の内容は、元

引受証券会社以外の目論見書使用者が果たすべき「相当な注意」の内容とは異なるも

のとなろう。他方で、元引受証券会社は発行会社の会計システムや財務報告に係る内

部統制に立ち入ることのできない外部者の立場で引受審査を行うものであり、公認会

計士または監査法人が行う監査と同様の行為が「相当な注意」として要求されるわけ

でもないと考えられる。 

  また、株式会社における取締役の善管注意義務をめぐる議論等1にみられるのと同様

に、元引受証券会社が「相当な注意」を果たすに当たっても、元引受証券会社が公認

会計士または監査法人が行ったことを再度行うことを求められているとは考えられず、

専門家としての公認会計士または監査法人による監査証明を信頼することについて、

その適切性を疑わせしめるような事情がないかどうかを吟味することに主眼を置いて

行うことが合理的かつ実効的と考えられる。 

  以上からは、元引受証券会社が公認会計士または監査法人による監査証明が付され

た財務諸表等について金融商品取引法第 17 条ただし書にいう「相当な注意」を果たす

ためには、監査証明が付されていることを確認するのみでは不十分であり、まず当該

監査証明を信頼することができなくなるような疑わしい事象の有無を確認しなければ

ならないものと考えられる。そして、何らかの疑わしい事象の存在を認めた場合には、

さらなる引受審査を踏まえた上で、引受判断を行わなければならないものと考えられ

る。 

本ガイドラインは、このような観点から、元引受証券会社が行う財務諸表等に対す

る引受審査に関し、従来の引受審査の実務や内外の虚偽記載等に関する事例を参考に、

上記の疑わしい事象として留意すべき事項と疑わしい事象の発見のために確認・検討

をすべき事項を整理するものである。 

なお、実際の引受審査において、疑わしい事象の発見のために行われるべき確認・

検討は、画一的に行うのではなく、発行会社の状況や公認会計士または監査法人によ

る監査証明の手続の内容（財務諸表等の監査証明に関する内閣府令第 3 条参照）に応

じた手続が採られることが必要であると考えられる。また、疑わしい事象を発見した

際の対応についても、画一的に行うのではなく、発見された疑わしい事象の内容や取

り得る手段等に応じて、柔軟に行うことが必要であると考えられる。 

                                                  
1 江頭憲治郎「株式会社法（第 4版）」（有斐閣、2011 年）438 頁注 2参照。 
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Ⅱ．引受審査における具体的な留意事項等 

  株券等2及び社債券3の募集又は売出しの引受け（新規公開4に係る引受けを除く。）に

おいて、以下のとおり、元引受証券会社が行う財務諸表等に対する引受審査に関し、

留意すべき事項、確認・検討すべき事項について、整理・例示する。 

 

１．疑わしい事象として留意すべき事項 

元引受証券会社は、財務諸表等を利用する上で、以下のような疑わしい事象によっ

て元引受証券会社として監査証明を信頼することができなくなる状況にないか留意す

る。 

a 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書の間

の関係が合理的に説明できない。 

b 財務比率の水準、変化が合理的に説明できない。 

c 財務諸表等以外の開示である経営成績や財政状態に関する定性的な説明やその開

示の適正性にかかる審査で得られた情報と、財務諸表等や財務比率との間に不整合

がある。 

d 重要な取引や資産･負債の変動が財務諸表等に反映されていない。 

e 財務諸表等に取り込まれた企業グループの範囲、収益の認識、収益費用の期間帰属

に、合理的な説明が困難な事象が発生している。 

f 財務諸表等に関して、公認会計士または監査法人から重要な指摘を受けている。 

g 税務当局から重要な指摘を受けている。 

h 不祥事に絡んだ公認会計士または監査法人が関与している。 

i 頻繁に公認会計士または監査法人を交代している。 

j 会社の規模、業種、内部統制の整備状況等に応じた監査手続が行われていない。 

 

２．疑わしい事象の発見のために行うべき事項 

上記１に掲げた疑わしい事象を発見するために、元引受証券会社が通常行うべき事

項は以下のとおりである。 

① キャッシュ･フロー分析、損益計算書分析を通じて、収益力の変動要因の確認をす

る中で、異常な変動や不合理な要因がないかを検討する。 

                                                  
2 「有価証券の引受け等に関する規則」第２条第１号に規定する株券等をいう。 
3 同規則同条第２号に規定する社債券をいう。 
4 同規則同条第 15 号に規定する新規公開をいう。 
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② 貸借対照表分析を通じて、財務基盤の健全性を確認する中で、異常な変動や不合

理な要因がないかを検討する。 

③ 有価証券届出書あるいは発行登録書や発行登録追補書類の参照書類となる有価証

券報告書等における「業績等の概要」、「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の分析」、「事業等のリスク」、「対処すべき課題」などで開示された

定性的な情報が、財務諸表等で示されている経営成績及び財政状態を適切に示して

いるかを検討する。 

④ 公認会計士または監査法人が適格性を疑われるような事件に関与していないか、

公認会計士または監査法人の交代理由が合理的かを確認する。 

 

３．疑わしい事象を発見した際の対応 

(1) 元引受証券会社は、上記２に掲げた手続きや外部からの情報等により、疑わしい

事象を発見した場合や疑わしい事象が生じている懸念がある場合には、以下のとお

り追加情報を収集し、検討を深める。 

ⅰ）発行会社から関連する情報を入手して、上記２の①から③の検討を反復しなが

ら、その原因を解明するよう検討する。 

ⅱ）公認会計士または監査法人の監査上の重要な留意事項に当該疑わしい事象が含

まれていないか、会社と公認会計士または監査法人との間で重要な協議が行われ

ていないか確認し、さらに当該事項に関連した監査手続を確認する。 

(2) 元引受証券会社は、日本証券業協会「有価証券等の引受け等に関する規則」第 12

条に基づいた適切な引受審査を行った上で、同第３条に基づいて、その引受審査の

内容を踏まえ、総合的な判断と責任のもとに引受判断を行わなければならない。 

 

 

以  上 

 


